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中部電力株式会社浜岡原子力発電所 1 号炉及び 2 号炉
に係る廃止措置計画変更認可申請書に関する審査書 

 

原規規発第２１０３３１１号                                              

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．本審査書の位置付け 

本審査書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律

第 166 号。以下「法」という。）第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条

の６第３項の規定に基づいて、中部電力株式会社が提出した「浜岡原子力発電所 1号原子

炉及び 2 号原子炉廃止措置計画変更認可申請書」（令和 2 年 8 月 18 日付け本原浜岡発第

107 号をもって申請、令和 2年 12 月 18 日付け本原浜岡発第 111 号をもって一部補正。以

下「申請書」という。）の内容が、法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２

条の６第４項の規定に基づく実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年

通商産業省令第 77 号。以下「実用炉規則」という。）第１１９条各号に規定する廃止措置

計画の認可の基準に適合しているかどうかを審査した結果を取りまとめたものである。 

 

 

２．申請の概要 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律等の一部を改正する法律（平成 29年法律第 15 号）の施行に伴い、並びに核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の規定に基づき、及び同法を実施す

るため、令和 2 年 1 月 23 日付けで実用炉規則の一部の改正が行われた。これにより、申

請書の本文記載事項として実用炉規則第１１６条第１項第６号（性能維持施設）、第７号

（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間）

及び第１２号（廃止措置に係る品質マネジメントシステム）が追加され、関連する添付書

類も追加された（同条第２項第６号（性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持す

べき期間に関する説明書）及び第９号（廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関す

る説明書））。 

本申請は、これらの改正に伴い廃止措置計画の記述の変更及び記述の追加を行うととも

に、その他の記載の適正化を行うものである。 
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３．審査の内容 

本件審査に当たっては、本申請が、法第４３条の３の３４第３項において準用する法第

１２条の６第４項の規定に基づく実用炉規則第１１９条各号に規定する廃止措置計画の

認可の基準に適合することを確認するため、発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施

設の廃止措置計画の審査基準（原管廃発第 13112716 号（平成 25 年 11 月 27 日原子力規制

委員会決定）。以下「審査基準」という。）に基づき、審査した。主な内容を以下に記載す

る。 

 

３－１．申請書記載事項に対する審査の内容 

以下では、申請書本文の変更について、実用炉規則第１１６条第１項各号に沿って審

査基準への適合性を説明する。 

 

（１）第６号関係（性能維持施設） 

第６号については、審査基準において、廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以

下「性能維持施設」という。）として、公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又

は低減の観点から、以下を示すことを要求している。 

① 性能維持施設が廃止措置期間を見通した廃止措置の段階ごとに適切に設定されて

おり、性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方が示されていること 

② ①に基づき選定された具体的な設備が施設区分ごとに示されていること 

 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、以下の事項を確認した

ことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方については、平成 28 年 2 月 3

日付け原規規発第 16020318 号で認可（平成 31 年 1 月 28 日付け原規規発第 1901287

号で変更認可）した浜岡原子力発電所 1号原子炉及び 2号原子炉廃止措置計画認可申

請書（以下「既認可申請書」という。）の添付書類六「廃止措置期間中に機能を維持す

べき原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」（以

下「添付書類六」という。）における廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設に

係る維持管理に関する内容についての記載を基に、性能維持施設に係る必要な機能及

び性能並びに維持期間に関する考え方が示されている。 

具体的には、放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建物・構築物、放射性

物質の廃棄施設、放射線管理施設等に係る必要な機能及び性能並びに維持期間につい

ての基本的考え方が示されており、廃止措置の進捗に応じて維持管理していくとして

いること。また、性能維持施設は、必要な期間中、必要な機能及び性能が維持できる

よう、原子炉施設保安規定に管理の方法を定め、これに基づき維持管理を実施すると

していること 

② 性能維持施設については、性能維持施設を維持するための基本的考え方に基づき選

定され、具体的な性能維持施設が施設区分ごとに示されていること 
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③ 既認可申請書の添付書類六に記載されている以下の維持管理対象施設については、

それぞれ記載の理由により性能維持施設に位置付けないことは妥当であると判断し

た。 

a. 燃料取替機（1号炉原子炉建家内及び 2号炉原子炉建家内）、原子炉建家クレーン

（1 号炉原子炉建家内及び 2 号炉原子炉建家内）及び使用済燃料貯蔵設備（燃料プ

ール、1 号炉原子炉建家内及び 2 号炉原子炉建家内）は、新燃料及び使用済燃料の

搬出が終了したため 

b. 排気筒（１、2号炉共用）及び排気筒モニタ（１号及び 2号炉共用）は、平成 28

年 2 月 3 日付け原規規発第 16020318 号で認可した放射性気体廃棄物の放出経路変

更工事が完了し、1 号炉及び 2 号炉の排気口及び排気口モニタの設置が終了したた

め 

c. 1 号炉及び 2 号炉の蓄電池（所内用）は、新燃料及び使用済燃料の搬出が終了し

たことに加え、建屋内からの退避はバッテリー内蔵型誘導灯により行うため 

d. 1 号炉及び 2 号炉の原子炉容器、圧縮空気系（計器用圧縮空気系）及びクレーン

設備は、廃止措置期間中に性能を維持すべき施設ではないため 

 

（２）第７号関係（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその

性能を維持すべき期間） 

第７号については、審査基準において、性能維持施設の位置、構造及び設備並びにそ

の性能並びにその性能を維持すべき期間が示されていることを要求している。また、性

能維持施設の性能は、性能維持施設が維持すべき機能ごとに、その性能を満たすために

必要な仕様等が示されていることを要求している。 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 性能維持施設の位置、構造及び設備については、既認可申請書の添付書類六の記載

内容を引き継いで、設備ごとに設備（建物）名称、維持台数及び必要な機能が示され

ている。また、その具体的な位置及び構造については、原子炉設置許可等を受けて設

計、製作されたものを引き続き使用するため、「位置、構造及び設備」欄に「既許認可

どおり」と記載することで示していること 

② 性能維持施設の性能については、実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 6 号）等を参考に、廃止措置段階で

求められる機能を維持するために必要となる状態を記載することで示していること、

性能維持施設が維持すべき機能ごとにその性能を満たすために必要な仕様等につい

ては、原子炉設置許可等を受けて設計、製作されたものを引き続き使用するため、「位

置、構造及び設備」欄に「既許認可どおり」と記載することで示していること 

③ 性能維持施設を維持すべき期間については、既認可申請書の添付書類六では維持期

間を「第 2段階中、機能維持」と記載していたが、本申請では「建家を解体する前ま
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で」、「放射性廃棄物の処理が完了するまで」、「管理区域を解除するまで」など、各性

能維持施設の性能の維持すべき期間を記載することで示していること 

④ 維持台数については、それぞれ以下のとおり運用上必要な台数を記載することとし

ており、適切な変更がなされていること 

a. 既認可申請書における1号炉及び2号炉の原子炉機器冷却系である原子炉機器冷

却海水系の維持台数各 2系統を各 2台とすること 

b. 1 号炉及び 2 号炉のエリアモニタの維持台数一式を 1 号炉 14 台、2 号炉 13 台と

すること 

c. 1 号炉及び 2 号炉の排気口モニタである排気口ダストモニタの維持台数一式を 1

台とすること 

d. 1 号炉及び 2 号炉の原子炉建家常用換気系である送風機、排風機及び高性能粒子

フィルタの維持台数各 2台を各 1台とすること 

e. 1 号炉及び 2 号炉の換気系のうちタービン建家換気系及び廃棄物処理建家換気系

並びに1号炉の換気系のうち希ガスホールドアップ装置及び復水ろ過脱塩装置建家

換気系それぞれの空気供給系及び排気系の維持台数一系列を 1台とすること 

 

（３）第１２号関係（廃止措置に係る品質マネジメントシステム） 

第１２号については、審査基準において、原子炉設置許可等に記載された方針に従い

構築された品質マネジメントシステムに基づく廃止措置に関する一連のプロセスが示

され、それに従い実施することが定められていることを要求している。 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 令和 2年 4月 1日付け本原原発第2号をもって届出のあった法第４３条の３の５第

２項第１１号に掲げる事項（発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の整備に関する事項）に基づき、廃止措置に係る品質マネジメントシステ

ムを確立し、原子炉施設保安規定に品質マネジメントシステム計画を定め、その計画

に基づき廃止措置に関する保安活動の計画、実施、評価及び改善の一連のプロセスを

明確にし、廃止措置期間中における発電所の安全の達成、維持及び向上を図る方針で

あること 

 

３－２．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査の内容 

以下では、申請書添付書類の変更について、実用炉規則第１１６条第２項第各号に沿っ

て審査基準への適合性を説明する。 
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（１）第６号関係（性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書） 

第６号については、審査基準において、性能維持施設の各設備等の維持管理、その他

の安全対策について、性能を維持すべき期間にわたって、建屋（家）・構築物等の維持管

理、核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理、放射性廃棄物の廃棄施設の維持管

理、放射線管理施設の維持管理、解体中に必要なその他の施設の維持管理、検査・校正、

その他の安全対策についての必要な措置を講ずることが示されていることを要求して

いる。 

 

規制庁は、性能維持施設の各設備等の維持管理、その他の安全対策等、性能を維持す

べき期間にわたって行う措置について、審査基準に基づき申請書本文第６号（性能維持

施設）及び第７号（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間）の記載を踏まえ、具体的な性能維持施設の性能及びその性能を維持

すべき期間が示されていること、その他の安全対策として、管理区域を適切に区分し、

保安のための措置を講ずること、放射線モニタリングを適確に行うこと等、必要な措置

を講ずることが示されていることを確認したことから、審査基準に適合するものと判断

した。 

 

（２）第９号関係（廃止措置に係る品質マネジメントに関する説明書） 

   第９号については、審査基準において、以下の事項を要求している。 

① 原子炉施設保安規定において、事業者の代表者をトップマネジメントとする品質マ

ネジメントシステムを定めること 

② 廃止措置に関する保安活動の計画、実施、評価及び改善の一連のプロセスを明確に

し、これらを効果的に運用することにより、原子力安全の達成・維持・向上を図るこ

とが明示されていること 

③ 品質マネジメントシステムのもとで機能を維持すべき設備及びその他の設備の保

守等の廃止措置に係る業務が行われることが明示されていること 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 原子炉施設保安規定に社長をトップとする品質マネジメントシステム計画を定め

る方針であること 

② 品質マネジメントシステム計画に基づき、廃止措置に関する保安活動の計画、実施、

評価及び改善の一連のプロセスを明確にし、効果的に運用することにより、原子力安

全の達成・維持・向上を図るとしていること 

③ 廃止措置に係る工事、性能維持施設の施設管理等、1 号炉及び 2 号炉の廃止措置に

係る業務は、品質マネジメントシステム計画のもとで実施するとしていること 
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３－３ 記載の適正化等 

規制庁は、実用炉規則の改正等を踏まえ、用語の変更等が行われていることを確認した。 

 

 

４．審査の結果 

中部電力株式会社が提出した「浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計

画変更認可申請書」（令和 2年 8月 18 日申請、令和 2年 12 月 18 日一部補正）を審査した

結果、当該申請は、法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条の６第４項

の規定に基づく実用炉規則第１１９条各号に規定する廃止措置計画の認可の基準に適合

しているものと認められる。 


